
４　請求人は、原処分を不服とし、標記の
社会保険審査官に対する審査請求を経
て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第３　当事者等の主張の要旨
　（略）

理由
第１　問題点

１　旧厚年法第３条第１項第７号、第１５
条、第１７条、第４２条第１項第１号に
よると、厚生年金の被保険者期間が１０
年以上ある者が、被保険者でなくなった
場合において、老齢年金を受けるに必要
な被保険者期間（２０年）を満たしてい
ないときは、都道府県知事に申し出て、
第４種被保険者となることができるとさ
れ、第４種被保険者は、上記の被保険者
期間を満たしたときに、第４種被保険者
資格を喪失するとされている。

２　本件の場合、前記「事実」欄第２の３
記載の理由によりされた原処分に対し、
請求人は、それを不服とし、同第３の１
記載のとおり主張しているのであるから、
本件の問題点は、請求人の上記主張に理
由があるか否かである。

第２　当審査会の判断
１　本件記録によると、次の各事実が認め

られる。
⑴　Ａは、厚年資格を昭和◯年◯月◯日

に喪失したが、その時点において、被
保険者期間（第１種被保険者期間）
１２７月を有していた。

⑵　Ａは、都道府県知事に申し出て、昭
和◯年◯月◯日に旧厚年法第１５条に
規定する第４種被保険者資格を取得
し、同月から昭和◯年◯月までの１１５
月について、保険者からの保険料の納
入告知に基づき、保険料を納付した。

⑶　Ａは、平成◯年◯月◯日に６０歳に
到達し、同年◯月◯日に厚年年金保険
法（以下「厚年法」という。）附則第８
条の規定による老齢厚生年金(いわゆ
る特別支給の老齢厚生年金。以下「特
老厚年金」という。)の裁定を請求し
た。

令和２年（厚）第７９１号

令和３年８月３１日

主文
　後記「事実」欄第２の３記載の原処分を取
り消す。

事実
第１　再審査請求の趣旨

　審査請求人（以下「請求人」という。）の
再審査請求の趣旨は、後記第２の３記載の
原処分の取消しを求めるということである。

第２　事案の概要（本件再審査請求に至る経
緯）

　本件記録によると、請求人が本件再審査
請求をするに至る経緯として、次の各事実
が認められる。
１　亡Ａ（以下「Ａ」という。）は、厚生年

金保険の被保険者期間を３９６月（昭和
６０年法律第３４号による改正前の厚生
年金保険法（以下「旧厚年法」という。）
第３条第１項第７号所定の第４種被保険
者期間１１５月を含む。）とする老齢厚生
年金を受給していたが、令和◯年◯月◯
日に死亡した。

２　請求人は、Ａの妻であるとして、同月
◯日（受付）、厚生労働大臣に対し、遺族
厚生年金の裁定を請求した。

３　厚生労働大臣は、Ａの第４種被保険者
期間に誤りがあったとして、同人の第４
種被保険者期間の記録を１１５月から
６４月に訂正し、令和◯年◯月◯日付け
で、請求人に対し、訂正後の記録に基づ
き、Ａの厚生年金保険の被保険者期間を
３４５月（第４種被保険者期間６４月を
含む。）として、遺族厚生年金を裁定した

（以下「原処分１」という。）。
　　また、厚生労働大臣は、上記の訂正に

伴い、請求人が受給している老齢基礎年
金について、納付済期間を３４８月から
３３３月に訂正して、被保険者期間を
３３３月として再裁定した（以下「原処
分２」といい、原処分１と併せて「原処
分」という。）。



和◯年◯月◯日の間に係る請求人の第
３号被保険者期間８月（昭和◯年◯月
◯日から昭和◯年◯月◯日まで）を、
第1号被保険者期間(未納)に種別変更
し、それに伴い、請求人の老齢基礎年
金について、納付済期間３４１月(うち
３号期間９８月)を３３３月(うち３号
期間９０月)と訂正して再裁定した（原
処分２）。

２　法律による行政の原理に基づき、保険
者は、不服申立期間の経過により確定し
た処分であっても、違法な処分を公益的
な見地から取り消すことができる。しか
し、取り消されるべき行政処分の性質、
相手方その他の利害関係人の既得の権利
利益の保護、当該行政処分を基礎として
形成された新たな法律関係の安定の要請
などの見地から、条理上取消しが制限さ
れる場合もある。

　　上記１認定の事実によれば、Ａの被保
険者期間には誤りがあり、これを看過し
てされた先行処分には誤りがあった。保
険者が上記１⑺で訂正した内容は法令の
定めにのっとったものであり、訂正後の
記録に基づく遺族厚生年金の裁定及び老
齢基礎年金の再裁定は、その内容自体に
誤りはない。しかし、Ａの被保険者期間
が３４９月であることは、同人が平成◯
年◯月◯日に特老厚年金の裁定を請求し
た際に、すでに判明していた事実である
から、この時点における裁定誤りは、保
険者の一方的な過失によるものである。
そして、Ａがその後◯年以上にわたり特
老厚年金及び老齢厚生年金の支給を受
け、同人が死亡した後において、遡って
同人の被保険者資格を訂正することは、
請求人が受給する遺族厚生年金及び老齢
基礎年金の年金額を将来にわたって減少
させるのみならず、Ａが受給した特老厚
年金及び老齢厚生年金並びに請求人が受
給した老齢基礎年金の支給額の一部を過
去に遡って返還させるものであり、たと
えＡが保険者に支払った第４種被保険者
資格の保険料の一部が返還されるとして
も、２０年以上にわたり形成され安定し

⑷　その時点におけるＡの被保険者期間
は、①　上記⑴記載の１２７月（第１
種）、②　その後の加入期間１０５月

（第１種）、③　上記⑵記載の１１５月
（第４種）であるが、④　上記①とは別
に、新たに昭和◯年◯月から昭和◯年
◯月までの４９月の被保険者期間（第
１種）があることが判明した。保険者
は、Ａに対し、これらの①ないし④の
期間を合計した３９６月を被保険者期
間として、特老厚年金を裁定した。

⑸　しかし、第４種被保険者の被保険者
資格は、旧厚年法の老齢年金の受給資
格２４０月を満たしたときに喪失とな
るから、第４種被保険者の被保険者期
間は、昭和◯年◯月から昭和◯年◯月
までの１１３月となるべきであった。
また、上記④の期間が判明したことに
より、その期間も第４種被保険者の加
入可能期間から控除されるべきであっ
た。そうすると、第４種被保険者期間
は６４月（115−2−49）となるから、
被保険者期間を３４５月として、Ａの
特老厚年金を裁定すべきであった。

⑹　しかるに、保険者は、Ａに対し、上
記⑷のとおり、被保険者期間を３９６
月とする特老厚年金を裁定し、６５歳
到達時の平成◯年◯月◯日にも同内容
の老齢厚生年金を裁定した（以下、こ
れらを「先行処分」という。）。そして、
Ａは、死亡する令和◯年◯月まで約
◯年◯か月にわたり、同年金を受給し
ていた。

⑺　請求人は、令和◯年◯月◯日に遺族
厚生年金の裁定を請求したが、その際
に、保険者は、先行処分についての裁
定誤りが判明したとして、①Ａの第４
種被保険者資格の被保険者期間を６４
月に訂正した上、Ａの厚年期間を３４５
月として特老厚年金及び老齢厚生年金
を再裁定し、②訂正後のＡの厚年期間
３４５月に基づき、請求人の遺族厚生
年金を裁定し（原処分１）、③Ａの第４
種被保険者期間の訂正に伴い、同期間
でなくなった昭和◯年◯月◯日から昭



た法律関係を損なうものであり、既得の
権利利益を侵害するものである。また、
Ａは、第４種被保険者期間１１５月につ
いて、誤って受給していたとしても、そ
れに見合う保険料も支払っていたのであ
るから、先行処分をそのまま維持したと
しても、保険財政に与える影響は小さく、
この誤りを訂正しなければ、公共の利益
を害するとはいえない。これらを考慮す
ると、先行処分を遡って取り消すことは、
信義誠実の原則に反して、許されないと
いうべきであり、その取消しを前提とす
る原処分は、いずれも妥当ではなく、取
消しを免れない。

３　なお、請求人は、再審査請求において、
原処分の取消しのほか、損害賠償請求や
保険者の謝罪・責任者の処罰を求めると
しているが、これらの事項は、原処分に
ついての不服申立ての範囲を超えるもの
であり、当審査会の審理判断の対象外で
ある。

　以上の理由によって、主文のとおり裁決す
る。




